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Ｅ
Ｕ

ロ
マ
人
送
還
を
め
ぐ
り
欧
州

委
と
仏
政
府
が
対
立

　

フ
ラ
ン
ス
で
八
月
に
開
始
さ
れ
た

違
法
キ
ャ
ン
プ
の
撤
去
と
ロ
マ
人
の

送
還
を
め
ぐ
っ
て
、
特
定
の
人
種
を

標
的
に
し
て
お
り
Ｅ
Ｕ
法
違
反
で
あ

る
と
す
る
欧
州
委
員
会
と
、
こ
れ
に

反
発
す
る
フ
ラ
ン
ス
政
府
の
間
で
緊

張
が
続
い
て
い
た
。
欧
州
委
員
会
は

九
月
末
、
Ｅ
Ｕ
法
に
準
拠
し
た
国
内

法
の
整
備
不
足
が
問
題
で
あ
る
と
し

て
フ
ラ
ン
ス
政
府
に
是
正
を
勧
告
、

一
方
、
す
で
に
実
施
さ
れ
た
送
還
に

つ
い
て
は
、
差
別
的
な
目
的
等
は
な

か
っ
た
と
す
る
フ
ラ
ン
ス
政
府
の
主

張
に
配
慮
す
る
か
た
ち
と
な
っ
た
。

　

フ
ラ
ン
ス
政
府
は
、
七
月
中
旬
に

中
部
・
南
東
部
で
発
生
し
た
違
法

キ
ャ
ン
プ
の
ロ
マ
人
な
ど
に
よ
る
暴

動
を
き
っ
か
け
に
、
今
回
の
強
硬
策

に
踏
み
切
っ
た
。
違
法
キ
ャ
ン
プ
居

住
者
は
犯
罪
に
か
か
わ
る
可
能
性
が

高
い
な
ど
と
し
て
、
治
安
維
持
を
主

な
理
由
に
掲
げ
、
八
月
初
旬
か
ら
撤

去
作
業
を
開
始
、
出
身
地
で
あ
る

ル
ー
マ
ニ
ア
や
ブ
ル
ガ
リ
ア
に
送
還

さ
れ
た
ロ
マ
人
は
、
九
月
ま
で
に
一

〇
〇
〇
人
以
上
に
の
ぼ
る
。

　

現
在
、
Ｅ
Ｕ
域
内
に
居
住
す
る
ロ

マ
人
は
一
〇
〇
〇
万
人
か
ら
一
二
〇

〇
万
人
と
み
ら
れ
、
ル
ー
マ
ニ
ア
を

筆
頭
に
、ブ
ル
ガ
リ
ア
、ハ
ン
ガ
リ
ー

な
ど
東
欧
諸
国
の
居
住
者
が
多
い
ほ

か
、
フ
ラ
ン
ス
や
イ
タ
リ
ア
に
も
数

十
万
人
が
居
住
し
て
い
る
と
い
う

（
１
）。
大
半
は
長
期
定
住
者
だ
が
、

移
動
居
住
者
な
ど
一
時
的
な
居
住
者

も
一
定
数
を
占
め
、
フ
ラ
ン
ス
に
も

一
万
五
〇
〇
〇
人
前
後
の
キ
ャ
ン
プ

居
住
者
が
い
る
と
推
定
さ
れ
て
い
る
。

Ｅ
Ｕ
加
盟
国
の
市
民
権
を
有
す
る
こ

う
し
た
ロ
マ
人
は
、
本
来
、
Ｅ
Ｕ
指

令（
２
）に
よ
っ
て
原
則
三
カ
月
間
は

滞
在
許
可
を
得
ず
と
も
他
の
加
盟
国

に
移
動
・
居
住
す
る
こ
と
が
認
め
ら

れ
て
い
る
（
有
効
な
Ｉ
Ｄ
ま
た
は
パ

ス
ポ
ー
ト
の
保
有
が
条
件
）。た
だ
し
、

受
入
国
の
社
会
保
障
制
度
の
負
担
と

な
る
こ
と
を
避
け
る
た
め
、
滞
在
が

三
カ
月
を
超
え
る
場
合
は
、
雇
用
者

も
し
く
は
自
営
業
者
で
あ
る
こ
と
や
、

自
ら
の
生
活
を
支
え
る
資
産
が
あ
る

こ
と
な
ど
の
条
件
を
設
け
る
こ
と
を

加
盟
国
に
認
め
て
い
る（
３
）。

　

ま
た
、
公
共
政
策
、
公
共
の
安
全
、

公
衆
衛
生
を
理
由
に
、
こ
う
し
た
移

動
の
自
由
を
制
限
す
る
こ
と
が
で
き

る
が
、
同
時
に
、
Ｅ
Ｕ
市
民
が
享
受

す
べ
き
権
利
を
定
め
た
欧
州
基
本
権

憲
章（
４
）は
、
特
定
の
民
族
や
国
籍

を
理
由
と
す
る
集
団
的
な
国
外
追
放

を
禁
止
し
て
い
る
。

　

フ
ラ
ン
ス
は
、
三
カ
月
を
超
え
る

滞
在
者
に
対
す
る
条
件
を
制
度
化
し

て
お
り
、
条
件
を
満
た
さ
な
い
外
国

人
の
送
還
は
適
法
だ
。
政
府
に
よ
れ

ば
、
昨
年
も
一
万
人
あ
ま
り
の
ロ
マ

人
を
出
身
国
に
送
還
し
て
い
る
。
ま

た
、
今
回
の
送
還
は
居
住
者
各
々
に

つ
い
て
し
か
る
べ
き
手
続
き
を
踏
ん

だ
自
発
的
な
も
の
で
、
そ
の
証
拠
に
、

対
象
者
は
帰
国
に
合
意
す
る
見
返
り

と
し
て
支
給
さ
れ
る
手
当
（
成
人
三

〇
〇
ユ
ー
ロ
、児
童
一
〇
〇
ユ
ー
ロ
）

を
受
け
取
っ
て
い
る
、
と
政
府
は
主

張
し
て
い
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
欧

州
議
会
や
人
権
保
護
機
関
、
ま
た
国

連
な
ど
は
、
ロ
マ
人
と
い
う
特
定
の

集
団
を
標
的
と
し
た
差
別
的
な
施
策

で
あ
り
、
個
々
の
対
象
者
に
対
す
る

審
査
も
行
わ
れ
て
い
な
い
と
主
張
、

集
団
的
な
強
制
送
還
で
あ
る
と
し
て

即
時
停
止
を
フ
ラ
ン
ス
政
府
に
求
め

て
い
た
。

　

欧
州
委
員
会
は
当
初
、
一
連
の
施

策
に
懸
念
を
表
明
し
、
Ｅ
Ｕ
法
違
反

の
有
無
に
つ
い
て
検
証
す
る
と
し
て

い
た
も
の
の
、
ロ
マ
人
を
標
的
に
し

た
施
策
で
は
な
い
と
フ
ラ
ン
ス
政
府

が
「
保
証
し
て
い
る
」
と
述
べ
、
宥

和
的
な
姿
勢
を
示
し
て
い
た
。
し
か

し
、
フ
ラ
ン
ス
内
務
省
に
よ
る
違
法

キ
ャ
ン
プ
撤
去
に
関
す
る
通
達
の
内

容
（
三
カ
月
で
三
〇
〇
の
違
法
キ
ャ

ン
プ
を
撤
去
し
、
特
に
ロ
マ
人
の

キ
ャ
ン
プ
を
優
先
せ
よ
、と
の
指
示
）

が
明
ら
か
に
な
る
と
態
度
を
一
変
、

恥
ず
べ
き
人
種
差
別
的
行
為
で
あ
る

と
の
厳
し
い
非
難
を
展
開
し
、
フ
ラ

ン
ス
政
府
に
対
し
て
施
策
の
即
時
停

止
を
求
め
た
。
レ
デ
ィ
ン
グ
司
法
担

当
委
員
は
、
①
特
定
の
民
族
に
対
す

る
指
令
の
差
別
的
適
用
、
②
指
令
に

基
づ
く
国
内
法
制
の
整
備
不
足
の
二

点
に
お
い
て
、
フ
ラ
ン
ス
政
府
は
Ｅ

Ｕ
法
に
違
反
し
て
い
る
と
し
て
、
法

的
手
続
き
を
開
始
す
べ
き
で
あ
る
と

の
見
解
を
示
し
た
。

　

フ
ラ
ン
ス
政
府
は
こ
う
し
た
批
判

に
反
発
し
、
ロ
マ
人
の
自
国
へ
の
流

入
は
ル
ー
マ
ニ
ア
や
ブ
ル
ガ
リ
ア
に

お
け
る
統
合
政
策
の
失
敗
が
原
因
で

あ
る
と
し
て
両
国
を
批
判
、
ま
た
一

方
で
、
九
月
中
頃
ま
で
に
撤
去
さ
れ

た
約
五
〇
〇
カ
所
の
違
法
キ
ャ
ン
プ

の
う
ち
ロ
マ
人
に
関
す
る
も
の
は
一

九
九
カ
所
、
排
除
さ
れ
た
居
住
者
五

四
〇
〇
人
も
大
多
数
は
フ
ラ
ン
ス
国

籍
の
保
有
者
で
あ
っ
た
と
し
て
、
ロ

マ
を
標
的
に
し
た
と
の
批
判
に
反
論

し
た
。

　

欧
州
委
員
会
は
協
議
の
末
、
フ
ラ

ン
ス
政
府
に
対
し
て
、
指
令
に
基
づ

く
法
整
備
不
足
に
関
す
る
是
正
勧
告

を
行
う
と
の
結
論
を
九
月
二
九
日
に

示
し
た
。
一
〇
月
一
五
日
ま
で
に
、

法
整
備
に
関
す
る
案
と
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル
を
示
さ
な
い
場
合
、
Ｅ
Ｕ
法
違
反

に
係
る
公
式
な
手
続
き
を
開
始
す
る

と
し
て
い
る
。
同
時
に
、
他
の
加
盟

国
で
も
ロ
マ
人
排
斥
の
動
き
が
み
ら

れ
る
こ
と
を
憂
慮
、
他
の
加
盟
国
に

つ
い
て
も
状
況
を
分
析
の
う
え
、
違

反
手
続
き
の
必
要
性
を
検
討
す
る
意

向
だ
。
ま
た
併
せ
て
、
既
に
設
置
を

決
め
て
い
る「
ロ
マ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー

ス
」（
欧
州
委
の
関
係
部
局
で
構
成
）

に
よ
り
、
ロ
マ
対
策
の
た
め
の
Ｅ
Ｕ

か
ら
の
補
助
金（
５
）が
適
切
に
支
出

さ
れ
て
い
る
か
を
監
視
す
る
こ
と
な

ど
を
確
認
し
て
い
る
。
一
方
、
今
回

の
送
還
に
関
し
て
は
、
①
特
定
の
民

族
を
標
的
と
す
る
目
的
等
は
な
か
っ

た
、
②
差
別
的
な
内
容
の
通
達
は
撤

回
さ
れ
た
、
③
Ｅ
Ｕ
法
に
則
し
た
効

果
的
か
つ
非
差
別
的
な
法
整
備
を
行

う
、
と
い
っ
た
点
を
フ
ラ
ン
ス
政
府

が
保
証
し
て
い
る
こ
と
に
留
意
す
る
、

と
し
て
お
り
、
法
的
措
置
は
取
ら
な

い
と
み
ら
れ
る
。
フ
ラ
ン
ス
政
府
は

こ
の
声
明
を
歓
迎
し
て
い
る
。

〔
注
〕

１
．
各
国
の
国
勢
調
査
デ
ー
タ
に
よ
れ
ば
、

ル
ー
マ
ニ
ア
が
五
三
万
五
〇
〇
〇
人
、

ブ
ル
ガ
リ
ア
三
七
万
人
、
ハ
ン
ガ
リ
ー

二
〇
万
五
〇
〇
〇
人
、
フ
ラ
ン
ス
三
〇

〜
三
四
万
人
、
イ
タ
リ
ア
一
二
〜
一
六

万
人
、
な
ど
と
推
計
さ
れ
て
い
る
（"T

he 
E
uropean S

ocial F
und and R

om
a", 

E
uropean C

om
m
ission

（2010

）

に

よ
る
）
が
、
こ
れ
ら
を
合
計
し
て
も
四

〇
〇
〜
七
〇
〇
万
人
。
実
際
に
は
、
域

内
全
体
に
倍
以
上
が
分
布
し
て
い
る
と

み
ら
れ
る
。

２
．
Ｅ
Ｕ
市
民
と
そ
の
家
族
の
域
内
に
お

け
る
移
動
と
居
住
の
自
由
に
関
す
る
指

令
３
．
①
雇
用
者
・
自
営
業
者
で
あ
る
こ
と（
一

年
以
上
の
就
業
を
経
た
非
自
発
的
失
業

者
で
、
求
職
者
登
録
を
し
て
い
る
者
（
一

年
未
満
の
有
期
労
働
契
約
の
満
了
後
に

非
自
発
的
失
業
状
態
に
あ
り
、
求
職
者

登
録
を
し
て
い
る
場
合
は
、
認
め
ら
れ

る
滞
在
期
間
は
六
カ
月
ま
で
）、
病
気
や

事
故
で
一
時
的
に
就
業
で
き
な
い
者
を

含
む
）、
②
自
ら
と
同
伴
し
て
い
る
家
族

の
生
活
を
支
え
ら
れ
る
資
産
が
あ
り
、

か
つ
医
療
保
険
に
加
入
し
て
い
る
こ
と
、

③
受
け
入
れ
国
が
承
認
ま
た
は
補
助
す

る
教
育
・
職
業
訓
練
に
参
加
し
て
い
る

海
外
労
働
事
情



海外労働事情

Business Labor Trend 2010.11

39

こ
と
、
ま
た
は
④
上
記
の
い
ず
れ
か
を

満
た
す
Ｅ
Ｕ
市
民
の
家
族
（
Ｅ
Ｕ
域
外

の
出
身
者
を
含
む
）、
と
い
う
も
の
。

４
．
〇
九
年
一
一
月
の
リ
ス
ボ
ン
条
約
の

成
立
に
よ
り
法
的
拘
束
力
を
与
え
ら
れ

た
。

５
．
Ｅ
Ｕ
は
加
盟
国
の
ロ
マ
支
援
プ
ロ
グ

ラ
ム
に
対
し
て
、
欧
州
社
会
基
金
か
ら

補
助
を
行
っ
て
い
る
。
〇
七―

一
三
年

に
つ
い
て
は
、
一
二
カ
国
の
加
盟
国
に

お
け
る
こ
う
し
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
係
る

予
算
一
七
五
億
ユ
ー
ロ
（
〇
〇―
〇
六

年
に
は
一
一
カ
国
、
三
〇
億
ユ
ー
ロ
）

の
う
ち
、
一
三
〇
億
ユ
ー
ロ
が
補
助
金

と
し
て
支
給
さ
れ
て
い
る
。

【
参
考
資
料
】

E
uropean C

om
m
ission

、E
U
observer

、

E
uropean V

oice

、E
urA
ctive

、B
B
C

　

各
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト（

国
際
研
究
部
）

イ
ギ
リ
ス

移
民
の
数
量
制
限
に
企
業
な

ど
が
反
対

　

移
民
増
加
の
防
止
策
の
一
環
と
し

て
、
政
府
は
Ｅ
Ｕ
域
外
か
ら
の
移
民

労
働
者
の
数
量
制
限
を
七
月
か
ら
暫

定
的
に
導
入
し
た
。
来
年
四
月
に
は

制
度
を
恒
久
化
し
た
い
意
向
で
、
具

体
的
な
手
法
な
ど
を
検
討
し
て
い
る

と
こ
ろ
だ
。
し
か
し
、
企
業
や
シ
ン

ク
タ
ン
ク
、
あ
る
い
は
政
府
内
部
に

も
、
人
材
不
足
を
助
長
し
、
景
気
回

復
の
妨
げ
と
な
り
か
ね
な
い
と
の
懸

念
が
広
が
っ
て
い
る
。

　

労
務
管
理
の
専
門
団
体
Ｃ
Ｉ
Ｐ
Ｄ

が
会
計
事
務
所
の
Ｋ
Ｐ
Ｍ
Ｇ
と
実
施

し
た
企
業
調
査（
１
）に
よ
れ
ば
、
回

答
企
業
五
九
八
社
の
四
五
％
が
、
求

人
の
充
足
が
困
難
な
状
況
に
あ
る
と

し
て
お
り
、
と
り
わ
け
エ
ン
ジ
ニ
ア

リ
ン
グ
、
Ｉ
Ｔ
、
会
計
・
金
融
な
ど

の
専
門
職
が
不
足
し
て
い
る
と
い
う
。

四
割
前
後
の
企
業
が
、
国
内
の
大
卒

者
・
義
務
教
育
終
了
者
の
読
み
書
き

や
計
算
能
力
が
こ
の
五
年
で
劣
化
し

た
と
感
じ
て
い
る
と
回
答
、
国
内
で

の
人
材
確
保
が
難
し
く
な
っ
て
い
る

と
企
業
が
考
え
て
い
る
こ
と
が
伺
え

る
。
二
一
％
の
企
業
が
、
過
去
三
カ

月
に
外
国
人
を
採
用
（
う
ち
三
七
％

が
Ｅ
Ｕ
域
外
か
ら
）
し
て
お
り
、
一

七
％
が
第
３
四
半
期（
七―

九
月
期
）

に
海
外
か
ら
人
材
を
採
用
し
た
い
と

回
答
し
て
い
る
。
ま
た
、
ほ
ぼ
一
〇

社
に
一
社
（
九
％
）
が
、
来
年
に
は

海
外
に
事
業
を
移
転
す
る
こ
と
を
検

討
し
て
い
る
と
い
う
（
コ
ー
ル
セ
ン

タ
ー
、
Ｉ
Ｔ
、
金
融
部
門
な
ど
）。

Ｃ
Ｉ
Ｐ
Ｄ
は
こ
の
結
果
を
う
け
て
、

専
門
的
な
仕
事
を
担
っ
て
い
る
移
民

労
働
者
を
制
限
し
て
、
イ
ギ
リ
ス
人

労
働
者
の
訓
練
に
よ
り
こ
れ
に
替
え

る
と
い
う
の
は
、
一
朝
一
夕
に
出
来

る
こ
と
で
は
な
い
と
述
べ
て
い
る
。

む
し
ろ
、
現
行
の
ポ
イ
ン
ト
制
は
効

果
を
発
揮
し
て
い
る
と
し
て
、
数
量

制
限
に
は
反
対
の
立
場
だ
。

　

同
様
に
、
企
業
な
ど
の
間
で
は
数

量
制
限
に
反
対
す
る
声
が
強
い
。
イ

ギ
リ
ス
商
業
会
議
所
（
Ｂ
Ｃ
Ｃ
）
は
、

企
業
は
国
内
労
働
者
を
雇
用
し
た
い

と
考
え
て
い
る
が
、
彼
ら
に
は
し
ば

し
ば
、
基
礎
的
な
技
能
や
や
る
気
に

問
題
が
あ
る
場
合
が
あ
る
と
述
べ
、

数
量
制
限
は
「
意
図
せ
ざ
る
結
果
を

招
く
」
可
能
性
が
あ
る
と
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
イ
ギ
リ
ス
産
業
連
盟
（
Ｃ

Ｂ
Ｉ
）
は
、
数
量
制
限
自
体
に
異
論

は
な
い
が
、
各
企
業
の
外
国
人
受
け

入
れ
申
請
に
対
す
る
許
可
数
が
、
前

年
の
外
国
人
労
働
者
の
雇
用
実
績
を

も
と
に
計
算
さ
れ
て
い
る
た
め
、
企

業
が
成
長
に
向
け
て
取
り
組
ん
で
い

る
現
在
の
人
材
需
要
の
実
態
に
は
即

し
て
い
な
い
と
主
張
。
成
長
に
寄
与

す
る
企
業
に
対
し
て
は
現
実
的
な
数

量
を
設
定
す
る
よ
う
求
め
て
い
る
。

　

こ
の
他
、
外
国
人
専
門
家
を
多
く

雇
用
す
る
金
融
業
や
石
油
業
な
ど
の

企
業
や
業
界
団
体
が
、
数
量
制
限
に

反
対
し
て
い
る
。
さ
ら
に
、
自
治
体

の
介
護
労
働
者
の
受
け
入
れ
に
関
す

る
申
請
も
、
数
量
制
限
を
理
由
に
却

下
さ
れ
る
な
ど
、
広
範
な
影
響
が
生

じ
つ
つ
あ
る
。

　

経
営
側
の
こ
う
し
た
懸
念
を
う
け

て
、
ビ
ジ
ネ
ス
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・

技
能
相
の
ケ
ー
ブ
ル
氏
は
、
数
量
制

限
が
国
内
産
業
に
多
大
な
損
害
を
与

え
て
い
る
と
の
見
解
を
示
し
た（
２
）。

Ｃ
Ｂ
Ｉ
と
同
様
に
、
前
年
実
績
に
基

づ
く
受
け
入
れ
許
可
数
の
決
定
を
批

判
、
数
量
制
限
へ
の
対
応
策
と
し
て

企
業
が
海
外
に
拠
点
を
移
し
た
場
合
、

国
内
で
は
数
千
人
分
の
雇
用
が
失
わ

れ
る
だ
ろ
う
と
し
て
、
柔
軟
な
運
用

を
行
う
よ
う
政
府
に
求
め
て
い
る
。

し
か
し
、
首
相
官
邸
は
こ
の
発
言
に

つ
い
て
、
証
拠
が
無
い
と
し
て
一
蹴

し
た
。

　

一
方
、
移
民
流
入
に
対
す
る
規
制

強
化
を
求
め
る
非
営
利
団
体

M
igrationW

atch U
K

は
、
企
業

が
外
国
人
専
門
技
術
者
を
容
易
に
利

用
で
き
る
場
合
、
国
内
労
働
者
を
訓

練
す
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
が
損
な
わ

れ
、
結
果
と
し
て
国
内
労
働
者
の
訓

練
機
会
を
狭
め
る
と
主
張
し
て
い
る
。

ま
た
、
移
民
制
度
を
所
管
す
る
内
務

省
の
グ
リ
ー
ン
移
民
担
当
相
も
、
企

業
が
移
民
労
働
者
に
依
存
す
る
こ
と

は
、
イ
ギ
リ
ス
人
失
業
者
の
助
け
に

は
な
ら
な
い
、
と
述
べ
て
い
る（
３
）。

数
量
制
限
、
就
学
ビ
ザ
等
に
も
波

及
か

　

た
だ
し
、
移
民
労
働
者
の
数
量
制

限
は
、
直
接
の
目
的
で
あ
る
移
民
増

加
の
抑
制
策
と
し
て
の
効
果
は
薄
い

と
み
ら
れ
て
い
る
。
統
計
局
が
八
月

二
六
日
に
発
表
し
た
移
民
関
連
統
計

に
よ
れ
ば
、
〇
九
年
の
移
民
（
一
年

以
上
の
長
期
滞
在
者
・
滞
在
予
定
者
）

の
流
出
・
流
入
者
数
の
差
で
あ
る
純

増
数
は
、
〇
八
年
よ
り
三
万
三
〇
〇

〇
人
多
い
一
九
万
六
〇
〇
〇
人
で

あ
っ
た
。

　

た
だ
し
、
流
入
者
数
自
体
は
前
年

か
ら
四
％
減
少
し
て
お
り
、
む
し
ろ

流
出
者
数
の
減
少
（
一
三
％
減
）
が

純
増
数
増
加
の
直
接
の
理
由
だ
。
ビ

ザ
発
給
数
ベ
ー
ス
で
み
る
と
、
就
労

や
そ
の
他
の
理
由
に
よ
る
発
給
数
が

減
少
し
て
い
る
の
に
対
し
て
、
就
学

ビ
ザ
の
発
給
が
顕
著
に
増
加
（
対
前

年
比
三
五
％
増
）
し
て
い
る
。

　

グ
リ
ー
ン
移
民
担
当
相
は
こ
う
し

た
状
況
に
つ
い
て
、
前
政
権
か
ら
引

き
継
い
だ
入
国
管
理
シ
ス
テ
ム
が
制

御
不
能
で
あ
る
証
拠
と
述
べ
、
就
学

や
家
族
呼
び
寄
せ
な
ど
就
労
以
外
の

経
路
に
よ
る
流
入
に
つ
い
て
も
コ
ン

ト
ロ
ー
ル
す
る
必
要
が
あ
る
と
主
張

し
て
い
る
。
と
く
に
、
大
半
を
占
め

る
就
学
ビ
ザ
に
よ
る
入
国
者
の
う
ち
、

高
等
教
育
の
受
講
者
の
比
率
は
半
数

程
度
と
低
く
、
ま
た
長
期
に
わ
た
る

残
留
者
も
多
い
傾
向
に
あ
る（
４
）と

し
て
、
こ
う
し
た
移
民
が
イ
ギ
リ
ス

経
済
に
と
っ
て
有
益
と
い
え
る
の
か
、

実
態
を
把
握
す
る
必
要
が
あ
る
と
し

て
い
る
。

〔
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。
調
査
時
点
は
六
月
。

２
．
同
相
が
所
属
す
る
自
由
民
主
党
は
、

五
月
の
総
選
挙
で
保
守
党
が
公
約
と
し

て
掲
げ
た
数
量
制
限
に
強
く
反
対
し
て

い
た
。
同
相
の
意
見
を
め
ぐ
っ
て
は
、

連
立
政
権
で
副
首
相
を
務
め
る
ク
レ
ッ

グ
自
由
民
主
党
党
首
も
こ
れ
を
支
持
し

て
い
る
。

３
．
こ
れ
ま
で
の
と
こ
ろ
、
移
民
労
働
者

の
流
入
に
よ
る
国
内
労
働
者
の
雇
用
へ

の
影
響
は
、
皆
無
か
ご
く
僅
か
と
の
見

方
が
一
般
的
だ
。

４
．
内
務
省
の
調
査
に
よ
れ
ば
、
二
〇
〇

四
年
の
各
種
ビ
ザ
に
よ
る
入
国
者
の
う

ち
、
就
学
ビ
ザ
に
よ
る
入
国
者
は
約
一

八
万
人
と
最
多
で
、
こ
の
う
ち
二
割
が

五
年
後
に
も
国
内
に
滞
留
し
て
い
る
。

就
労
を
目
的
と
し
た
不
正
な
ケ
ー
ス
も

多
い
と
み
ら
れ
、
取
り
締
ま
り
の
必
要

性
が
以
前
か
ら
言
わ
れ
て
い
た
。
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八
月
の
失
業
率
（
九
・
六

％
）
と
長
期
化
す
る
景
気
低

迷
の
影
響

　

九
月
三
日
、
米
国
労
働
統
計
局
は

八
月
の
雇
用
統
計
を
公
表
し
た
。
失

業
率
は
前
月
比
〇
・
一
ポ
イ
ン
ト
増

の
九
・
六
％
、
非
農
業
部
門
の
就
業

者
数
は
五
万
四
〇
〇
〇
人
減
と
な
っ

た
。

　

民
間
部
門
が
六
万
七
〇
〇
〇
人
増

と
な
っ
た
も
の
の
、
公
共
部
門
が
一

一
万
四
〇
〇
〇
人
減
と
な
り
、
全
体

で
は
減
少
に
転
じ
た
。
公
共
部
門
で

就
業
者
数
が
減
少
し
た
原
因
は
、
国

勢
調
査
の
終
了
に
あ
る
。
国
勢
調
査

実
施
に
伴
う
短
期
雇
用
者
は
、
六
月

が
二
二
万
五
〇
〇
〇
人
減
、
七
月
が

一
四
万
三
〇
〇
〇
人
減
と
毎
月
大
き

く
減
少
し
て
き
て
い
る
。

　

民
間
で
雇
用
が
増
加
し
た
主
な
業

種
は
、
ヘ
ル
ス
ケ
ア
の
二
万
八
二
〇

〇
人
、
建
設
業
一
万
九
〇
〇
〇
人
、

人
材
派
遣
業
一
万
六
八
〇
〇
人
な
ど

で
あ
る
。
製
造
業
は
二
万
七
〇
〇
〇

人
減
と
な
っ
た
が
、
自
動
車
が
活
発

で
夏
季
休
暇
に
伴
う
工
場
閉
鎖
期
間

が
短
縮
さ
れ
た
こ
と
で
、
通
常
よ
り

も
減
少
幅
は
少
な
め
と
な
っ
た
。

　

失
業
者
数
の
内
訳
を
学
歴
別
に
み

る
と
、
高
卒
以
下
が
一
〇
・
三
％
で

あ
る
の
に
対
し
て
、大
卒
以
上
が
四
・

六
％
と
な
っ
て
お
り
、
高
卒
以
下
に

よ
り
厳
し
い
状
況
と
な
っ
て
い
る
。

　

六
カ
月
を
超
え
る
長
期
失
業
者
の

割
合
は
前
月
比
〇
・
三
ポ
イ
ン
ト
減

だ
っ
た
が
、
前
年
同
月
比
で
八
ポ
イ

ン
ト
増
の
四
二
％
と
失
業
が
長
期
化

す
る
傾
向
と
な
っ
て
い
る
。

　

九
月
二
一
日
に
は
、
米
国
労
働
統

計
局
が
八
月
の
州
別
失
業
率
を
公
表

し
た
。
こ
れ
に
よ
る
と
、
一
四
州
で

非
農
業
部
門
の
就
業
者
数
が
増
加
し

た
一
方
で
、
ワ
シ
ン
ト
ン
Ｄ
・
Ｃ
を

含
む
三
七
地
域
で
減
少
し
た
。
前
月

比
で
は
、
二
七
州
の
失
業
率
が
上
昇

し
、
一
三
州
が
低
下
し
た
。
最
も
高

い
失
業
率
は
ネ
バ
ダ
州
の
一
四
・

四
％
で
、ミ
シ
ガ
ン
州
が
一
三
・
一
％

と
続
い
て
い
る
。
地
域
別
で
は
西
部

が
一
〇
・
八
％
、
中
西
部
が
九
・
四
％
、

南
部
が
九
・
二
％
だ
っ
た
。

伸
び
る
在
職
者
の
勤
続
年
数

　

景
気
低
迷
の
長
期
化
は
失
業
率
の

高
止
ま
り
だ
け
で
な
く
、
さ
ま
ざ
ま

な
影
響
を
も
た
ら
し
て
い
る
。
そ
の

一
つ
に
勤
続
年
数
が
伸
び
て
い
る
こ

と
が
あ
げ
ら
れ
る
。

　

九
月
一
四
日
に
米
国
労
働
統
計
局

が
公
表
し
た
調
査
結
果
に
よ
れ
ば
、

一
六
歳
以
上
の
雇
用
者
の
場
合
、
二

〇
〇
八
年
一
月
に
は
四
・
一
年
だ
っ

た
勤
続
年
数
が
、
一
〇
年
一
月
で
は

四
・
四
年
と
な
り
、
〇
・
三
年
ほ
ど

伸
び
た
こ
と
が
わ
か
っ
た
。
調
査
を

開
始
し
た
一
九
九
六
年
は
三
・
八
年

だ
っ
た
。
内
訳
を
み
る
と
、
一
〇
年

以
上
の
長
期
勤
続
者
の
割
合
は
〇
八

年
で
は
三
一
・
五
％
だ
っ
た
が
、
一

〇
年
に
は
三
三
・
一
％
に
伸
び
て
い

る
。
勤
続
年
数
と
学
歴
の
関
係
を
み

る
と
、
高
卒
未
満
が
四
・
四
年
、
大

卒
が
五
年
、
大
学
中
退
と
博
士
学
位

取
得
者
が
五
・
二
年
、
高
卒
が
五
・

四
年
、
修
士
学
位
取
得
者
が
五
・
七

年
と
な
っ
て
お
り
、
高
卒
未
満
が

も
っ
と
も
短
く
な
っ
た
。

不
法
移
民
労
働
者
も
減
少

　

不
法
移
民
労
働
者
数
に
も
影
響
が

出
て
い
る
。
ワ
シ
ン
ト
ン
に
あ
る
民

間
シ
ン
ク
タ
ン
ク
、
ピ
ュ
ー
・
ヒ
ス

パ
ニ
ッ
ク
・
セ
ン
タ
ー
が
九
月
一
日

に
発
表
し
た
調
査
結
果
に
よ
れ
ば
、

〇
七
年
に
一
二
〇
〇
万
人
と
過
去
最

高
を
記
録
し
て
か
ら
減
少
を
続
け
、

〇
九
年
に
は
一
一
一
〇
万
人
と
な
っ

た
。
不
法
移
民
労
働
者
数
は
〇
七
年

か
ら
六
〇
万
人
減
少
し
て
、
七
八
〇

万
人
。
し
か
し
、
一
九
九
〇
年
代
の

不
法
移
民
者
数
が
三
五
〇
万
人
程
度

だ
っ
た
こ
と
と
比
較
す
る
と
、
三
倍

程
度
と
依
然
と
し
て
高
い
。ピ
ュ
ー
・

ヒ
ス
パ
ニ
ッ
ク
・
セ
ン
タ
ー
の
試
算

で
は
、
不
法
移
民
の
失
業
率
は
米
国

生
ま
れ
の
労
働
者
と
比
べ
て
一
％
ほ

ど
高
く
な
っ
て
い
る
。
〇
四
年
か
ら

〇
七
年
で
は
、
反
対
に
不
法
移
民
の

方
が
低
い
失
業
率
を
示
し
て
い
た
。

医
療
保
険
加
入
率
も
低
下
傾
向
に

　

医
療
保
険
加
入
率
も
景
気
低
迷
の

影
響
で
低
下
傾
向
に
あ
る
。
米
国
国

勢
調
査
局
は
九
月
一
六
日
に
、
医
療

保
険
に
加
入
し
て
い
な
い
人
の
数
が

〇
九
年
に
五
〇
七
〇
万
人
と
な
り
、

前
年
の
四
六
三
〇
万
人
か
ら
大
き
く

増
え
た
と
発
表
し
た
。

　

個
人
加
盟
の
民
間
医
療
保
険
加
入

者
の
割
合
は
〇
八
年
の
六
六
・
七
％

か
ら
六
三
・
九
％
へ
、
雇
用
主
負
担

に
よ
る
医
療
保
険
加
入
者
の
割
合
は

〇
八
年
の
五
八
・
五
％
か
ら
五
五
・

八
％
へ
と
い
ず
れ
も
〇
九
年
に
低
下

し
た
。
世
帯
年
収
別
で
は
、
七
万
五

〇
〇
〇
ド
ル
以
上
の
世
帯
の
医
療
保

険
未
加
入
の
割
合
が
九
・
一
％
に
と

ど
ま
っ
て
い
る
の
に
対
し
て
、
二
万

五
〇
〇
〇
ド
ル
未
満
で
は
二
七
％
へ

と
上
昇
し
て
い
る
。

　

医
療
保
険
加
入
率
は
、
正
規
雇
用

か
非
正
規
雇
用
か
と
い
う
雇
用
形
態

に
左
右
さ
れ
る
。
こ
れ
は
、
ア
メ
リ

カ
の
医
療
保
険
が
雇
用
主
負
担
を
基

盤
と
し
て
い
る
た
め
だ
。
正
規
労
働

者
の
医
療
保
険
加
入
率
の
低
下
が
〇

八
年
か
ら
〇
九
年
で
〇
・
六
ポ
イ
ン

ト
に
留
ま
っ
た
の
に
対
し
、
非
正
規

労
働
者
の
未
加
入
率
は
二
・
七
％
ポ

イ
ン
ト
上
昇
し
た
。
景
気
後
退
の
中

で
正
規
雇
用
労
働
者
数
が
大
幅
に
減

少
し
、
非
正
規
へ
と
移
行
し
た
こ
と

に
原
因
の
一
端
が
あ
る
と
さ
れ
る
。

　

米
国
労
働
統
計
局
に
よ
れ
ば
、
一

九
九
〇
年
か
ら
二
〇
〇
八
年
の
間
に

人
材
派
遣
業
に
雇
用
さ
れ
る
労
働
者

数
が
一
一
〇
万
人
か
ら
二
三
〇
万
人

へ
と
倍
増
す
る
な
ど
、
非
正
規
労
働

者
数
が
増
加
傾
向
に
あ
る
。

雇
用
創
出
に
向
け
た
動
向

　

こ
の
よ
う
な
状
況
に
対
し
、
米
国

商
業
会
議
所
は
レ
イ
バ
ー
デ
ー
に
合

わ
せ
た
年
次
報
告
を
行
っ
た
。
こ
れ

に
よ
れ
ば
、
向
こ
う
五
年
間
に
わ

た
っ
て
、
月
あ
た
り
二
四
万
人
の
雇

用
創
出
が
必
要
で
あ
り
、
そ
の
た
め

に
は
雇
用
創
出
を
も
た
ら
す
高
所
得

者
向
け
減
税
の
延
長
が
不
可
欠
で
あ

る
が
、
現
在
の
オ
バ
マ
政
権
が
高
所

得
者
へ
の
税
負
担
を
重
く
し
て
い
る

と
し
て
批
判
し
た
。

　

一
方
、
オ
バ
マ
大
統
領
は
同
じ
く

レ
イ
バ
ー
デ
ー
に
合
わ
せ
た
演
説
を

九
月
六
日
に
ミ
ル
ウ
ォ
ー
キ
ー
で
行

い
、
国
内
の
輸
送
イ
ン
フ
ラ
の
新
設

と
改
修
に
向
こ
う
六
年
間
で
五
〇
〇

億
ド
ル
の
予
算
を
投
入
し
て
、
雇
用

を
創
出
す
る
と
し
て
い
る
。

【
参
考
資
料
】

B
L
S
 S
ays T

em
porary H

elp Jobs 
E
xpanded O

ver P
ast T

w
o D
ecades, 

R
em
ain V

olatile, D
aily L

abor 
R
eport, S

ep.21, 2010
C
ham
ber S

ays 240,000 Jobs a M
onth 

N
eeded F

or F
ive Y

ears, C
riticizes 

O
bam
a initiatives, D

aily L
abor 

R
eport, S

ep.2, 2010
Jobless R

ates F
ell in 13 S

tates in 
A
ugust, A

s P
ayrolls Increased in 

14 S
tates, B

L
S
 S
ays, D

aily L
abor 

R
eport, S

ep.2, 2010
O
bam
a U
nveils Infrastructure/ Jobs 

P
lan D

uring L
abor D

ay S
peech in 

M
ilw
aukee, D

aily L
abor 　

R
eport, 

S
ep.7, 2010

P
ew
 C
enter S

ays Illegal Im
m
igrant 

T
otal F

ell B
y 1 M

illion O
ver T

w
o 

Y
ears to 2005 L

vel, D
aily L

abor 
R
eport, S

ep.1, 2010
U
ninsured rose to 50.7 M

illion in 
2
0
0
9
, H
ig
h
e
st S

in
ce
 D
a
ta 

C
ollection B

egan in 1987, D
aily 

L
abor R

eport, S
ep16, 2010

In
co
m
e, P

o
verty

, an
d
 H
ealth 

Insurance C
overage in the U

nited 
S
tates, T

he C
ensus bureau (http://

w
w
w
.census.gov/prod/2010pubs/

p60-238.pdf)
P
ew
 H
ispanic C

enter

リ
ポ
ー
トU

.S
., 

U
nauthorized Im

m
igration F

low
s

A
re D

ow
n S
harply S

ince, M
id-D
ecade 

(http://pew
hispanic.org/files/
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reports/126.pdf)

（
二
〇
一
〇
年
九
月

一
日
閲
覧
）

T
he expanding role of tem

porary help 
services from

 1990 to 2008,(http://
w
w
w
.bls.gov/opub/m

lr/2010/08/
art1full.pdf), T

he M
onthly L

abor 
R
eview

 A
ugust 2010, 　

　
　
　

D
epartm

ent of L
abor, B

ureau of 　

　

L
abor S

tatistics

米
国
労
働
統
計
局
Ｗ
Ｅ
Ｂ
サ
イ
ト
（http://

w
w
w
.b
ls.g

o
v/
b
ls/
n
ew
srels.

htm
#O
E
U
S

）（
二
〇
一
〇
年
九
月
三
日

閲
覧
）

ア
メ
リ
カ
②

カ
ー
ド
チ
ェ
ッ
ク
法
案
成
立

は
困
難―

大
統
領
発
言

　

九
月
一
三
日
、
オ
バ
マ
大
統
領
は

従
業
員
自
由
選
択
法
案
（E

m
ployee 

F
ree C

hoice A
ct

、
通
称C

ard 
C
heck B

ill

）
成
立
に
必
要
な
上
院

で
の
六
〇
議
席
以
上
の
賛
成
を
得
る

こ
と
は
難
し
い
と
発
言
し
た
。
法
案

成
立
以
外
の
手
段
と
し
て
、
行
政
手

続
の
変
更
に
よ
っ
て
組
合
結
成
を
容

易
に
す
る
こ
と
を
試
み
る
と
し
た
の

で
あ
る
。

　

従
業
員
自
由
選
択
法
は
従
業
員
か

ら
署
名
入
り
の
カ
ー
ド
を
集
め
た
後

に
投
票
を
し
て
い
た
手
続
き
を
簡
素

化
し
、
従
業
員
の
過
半
数
か
ら
カ
ー

ド
を
集
め
た
だ
け
で
組
合
結
成
を
可

能
と
す
る
も
の
。

　

従
業
員
自
由
選
択
法
案
が
議
論
の

遡
上
に
の
っ
て
い
る
理
由
と
し
て
、

組
合
結
成
に
反
対
す
る
経
営
者
が
、

投
票
日
を
意
図
的
に
遅
ら
せ
、
そ
れ

ま
で
の
期
間
に
外
部
の
コ
ン
サ
ル
タ

ン
ト
や
弁
護
士
事
務
所
な
ど
を
活
用

す
る
な
ど
の
妨
害
を
行
う
こ
と
な
ど

に
よ
り
、
組
合
結
成
が
阻
害
さ
れ
て

い
る
と
の
労
働
組
合
側
の
批
判
が
あ

る
。

【
参
考
資
料
】

O
bam
a S
ays V

otes N
ot T
here to P

ass 
E
m
ployee F

ree C
hoice A

ct, D
aily 

L
abor R

eport, S
ep.13, 2010

（
国
際
研
究
部　

山
崎　

憲
）

ド
イ
ツ

求
職
者
基
礎
保
障
給
付
（
長

期
失
業
者
等
対
象
）
、
標
準

給
付
額
の
引
き
上
げ

　

メ
ル
ケ
ル
首
相
率
い
る
連
立
政
権

は
九
月
二
六
日
、
与
党
内
で
議
論
が

続
い
て
い
た
ハ
ル
ツ
第
四
法
に
基
づ

く
求
職
者
基
礎
保
障
給
付
を
、
現
行

の
月
額
三
五
九
ユ
ー
ロ
か
ら
三
六
四

ユ
ー
ロ
（
成
人
一
人
あ
た
り
の
標
準

額
）
に
引
き
上
げ
る
こ
と
で
合
意
し

た
。
二
〇
一
一
年
一
月
一
日
か
ら
の

施
行
を
目
指
す
。

引
き
上
げ
案
の
骨
子

　
「
求
職
者
基
礎
保
障
制
度
」
は
、

長
期
失
業
者
と
そ
の
パ
ー
ト
ナ
ー
等

の
生
活
保
障
を
目
的
と
し
て
お
り
、

「
ハ
ル
ツ
第
四
法
（H

artz IV

）」

に
基
づ
き
「
社
会
法
典
第
二
編
（
Ｓ

Ｇ
Ｂ
Ⅱ
）」
で
規
定
し
て
い
る
。
給

付
の
中
心
と
な
る
の
は
「
失
業
給
付

Ⅱ（
１
）」
で
、
長
期
失
業
者
や
就
業

能
力
の
あ
る
生
活
保
護
受
給
者
に
、

就
労
を
促
す
目
的
で
二
〇
〇
五
年
に

創
設
さ
れ
た
。
給
付
対
象
の
ほ
と
ん

ど
は
長
期
失
業
者
で
あ
り
、
そ
の
多

く
が
職
業
教
育
を
受
け
て
い
な
い
無

資
格
者
や
低
資
格
者
で
あ
る
。
現
地

の
報
道
（
Ｚ
Ｄ
Ｆ
）
に
よ
る
と
、
引

き
上
げ
で
恩
恵
を
受
け
る
成
人
（
満

一
八
歳
以
上
）
受
給
者
は
約
四
三
〇

万
人
、
受
給
者
の
子
ど
も
は
約
一
七

〇
万
人
と
み
ら
れ
て
い
る
。
骨
子
案

は
、
表
１
の
通
り
。

　

月
額
三
六
四
ユ
ー
ロ
の
主
な
内
訳

に
は
、
食
費
（
一
二
八
・
四
六
ユ
ー

ロ
）、被
服
費
（
三
〇
・
四
〇
ユ
ー
ロ
）、

余
暇
費
（
三
九
・
九
六
ユ
ー
ロ
）
な

ど
を
含
む
。
今
回
は
さ
ら
に
「
医
療

費
」や「
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
利
用
費
」

の
項
目
を
追
加
し
、「
飲
酒
」
と
「
喫

煙
」
を
削
除
し
た
。

　

な
お
、
受
給
者
の
子
ど
も
に
対
す

る
給
付
額
は
現
行
の
ま
ま
据
え
置
く
。

た
だ
、
こ
の
給
付
額
に
つ
い
て
は
、

今
年
二
月
九
日
に
「
子
ど
も
に
対
す

る
給
付
額
は
、
単
純
に
成
人
の
六
〇

〜
八
〇
％
と
し
て
い
る
だ
け
で
、
子

ど
も
特
有
の
事
情
や
必
需
品
に
つ
い

て
考
慮
し
て
い
な
い
」
と
し
て
、
連

邦
憲
法
裁
判
所
（B

V
erfG

）
が
算

定
方
式
に
関
す
る
違
憲

判
決
を
出
し
て
い
る
。

判
決
を
受
け
て
政
府
が

見
直
し
た
算
定
方
式
で

は
現
行
額
を
下
回
る
た

め
、
裁
定
の
悪
化
禁
止

条
項
（
現
行
額
を
下

回
っ
て
は
な
ら
な
い
）

に
従
っ
て
据
え
置
き
と

な
っ
た
。
ま
た
、
新
た

に
「
教
育
パ
ッ
ケ
ー
ジ

（B
ildungspaket

）」

と
よ
ば
れ
る
現
物
給
付

を
追
加
し
、
学
校
給
食
、

学
用
品
の
購
入
、
音
楽

や
ス
ポ
ー
ツ
等
の
ク
ラ

ブ
参
加
費
に
充
て
る
。

換
算
す
る
と
一
人
あ
た

り
月
額
約
二
〇
ユ
ー
ロ

以
上
の
引
き
上
げ
と
な

り
、
政
府
の
予
算
総
額

は
約
六
億
二
〇
〇
〇
万

ユ
ー
ロ
に
上
る
。

労
組
や
野
党
は
反
発

　

政
府
案
に
つ
い
て
、
労
組
、
野
党
、

福
祉
団
体
ら
は
「
引
き
上
げ
額
が
少

な
す
ぎ
る
」
と
し
て
反
発
し
て
い
る
。

社
民
党
（
Ｓ
Ｐ
Ｄ
）
の
マ
ヌ
エ
ラ
・

シ
ュ
ウ
ェ
ジ
ン
グ
（M

anuela 
S
chw
esig

）
副
党
首
は
「
社
会
的

弱
者
を
犠
牲
に
し
て
い
る
」
と
述
べ
、

同
盟
九
〇
／
緑
の
党
の
ジ
ェ
ム
・
オ

ズ
デ
ミ
ル
（C

em
 Ö
zdem

ir

）
党
首

は
「
現
政
権
の
方
針
は
道
徳
的
配
慮

に
欠
け
て
い
る
」
と
批
判
し
た
。

　

一
方
、
ウ
ル
ズ
ラ
・
フ
ォ
ン
・
デ

ア
・
ラ
イ
エ
ン
（U

rsla von der 
L
eyen

）
労
働
社
会
相
は
こ
れ
ら
の

批
判
に
対
し
て
「
現
政
権
の
優
先
事

項
は
、
長
期
失
業
者
を
い
か
に
し
て

就
業
に
導
く
か
と
い
う
こ
と
で
あ

る
」
と
述
べ
た
上
で
、「
長
期
失
業
者

は
仕
事
を
求
め
て
い
る
。
今
私
た
ち

が
す
べ
き
な
の
は
、
こ
の
よ
う
な
長

期
失
業
者
の
願
い
に
応
え
る
こ
と

だ
」
と
反
論
し
た
。

　

長
期
失
業
者
等
の
給
付
額
引
き
上

げ
に
対
す
る
世
論
の
風
当
た
り
は
強

表1　求職者基礎保障の標準給付額（月額）
受給資格者 現行 2011年1月1日～ 

成人（満18歳以上）で
・単身者
・単身養育者（ひとり親）
・ 未成年（満18歳未満）のパートナー
がいる人 

€359 €364

・2人とも成人のカップル 
€323（各自）

（€359の90％）（各自） 
€364の90％（各自）

・ 満14歳以上～満25歳未満の子ども
・ 受給者のパートナーで未成年の者

€287
（€359の80％）

現行のまま据え置き
※金額の引き上げではな
く、現物給付の追加によ
る実質引き上げ ・ 満6歳以上満14歳未満の子ども 

€251
（€359の70％）

・満6歳未満の子ども 
€215

（€359の60％）
資料出所：Bundesagentur für　Arbeit（連邦雇用エージェンシー）、ZDF（9月27日付）
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い
。
民
間
の
世
論
調
査
会
社

E
m
inid

が
二
六
日
に
実
施
し
た
調

査
に
よ
る
と
、
回
答
者
の
過
半
数
以

上
（
五
六
％
）
が
「
給
付
額
の
い
か

な
る
引
き
上
げ
に
も
反
対
」
と
し
て

い
る
。

今
後
の
動
き

　

現
在
ド
イ
ツ
で
は
、
連
邦
参
議
院

で
与
党
が
多
数
を
占
め
て
い
な
い
。

こ
の
状
況
を
利
用
し
て
野
党
第
一
党

の
社
民
党
（
Ｓ
Ｐ
Ｄ
）
は
、
連
邦
参

議
院
で
今
回
の
引
き
上
げ
案
を
阻
止

す
る
構
え
を
示
し
て
い
る
。
メ
ル
ケ

ル
首
相
は
「
こ
の
件
は
社
民
党
を
含

め
、
他
の
野
党
と
も
よ
く
議
論
す
る

必
要
が
あ
る
。
も
し
法
案
が
成
立
し

な
け
れ
ば
、
給
付
の
引
き
上
げ
が
実

施
で
き
な
い
恐
れ
が
あ
る
」
と
述
べ
、

社
民
党
に
歩
み
寄
り
を
求
め
た
。

〔
注
〕

社
会
法
典
第
二
編
（
Ｓ
Ｇ
Ｂ
Ⅱ
）
で
規
定

さ
れ
る
給
付
に
は
、
失
業
給
付
Ⅱ
の
ほ
か
、

就
業
不
能
要
扶
助
者
に
対
す
る
社
会
給

付
（
Ｓ
Ｇ
）
が
あ
る
。

【
参
考
資
料
】

連
邦
労
働
社
会
省
Ｈ
Ｐ
、
連
邦
雇
用
エ
ー

ジ
ェ
ン
シ
ー
Ｈ
Ｐ
、D

eutsche W
elle

（
九
月
二
六
日
付
）、
Ｚ
Ｄ
Ｆ
（
九
月
二

七
日
付
）、
海
外
委
託
調
査
員
報
告

（
国
際
研
究
部
）

フ
ラ
ン
ス

年
金
制
度
改
革
案
、
下
院
で

可
決

　

フ
ラ
ン
ス
下
院
は
九
月
一
五
日
、

公
的
年
金
の
受
給
開
始
年
齢
の
引
き

上
げ
を
柱
と
し
た
年
金
制
度
改
革
法

案
を
三
二
九
票
対
二
三
三
票
の
賛
成

多
数
で
可
決
し
た
。

　

政
府
が
発
表
し
た
年
金
制
度
改
革

は
公
的
年
金
の
受
給
開
始
年
齢
を
二

〇
一
八
年
ま
で
に
現
行
の
六
〇
歳
か

ら
六
二
歳
に
引
き
上
げ
よ
う
と
い
う

も
の（
注
）。
高
齢
化
時
代
を
迎
え
、

膨
ら
む
年
金
財
政
の
赤
字
解
消
に
必

要
な
措
置
と
し
て
サ
ル
コ
ジ
大
統
領

は
法
案
成
立
に
意
欲
を
見
せ
て
い
る
。

　

フ
ラ
ン
ス
主
要
労
組
は
九
月
七
日
、

政
府
の
年
金
制
度
改
革
に
反
対
し
大

規
模
な
ス
ト
に
突
入
し
た
。
大
都
市

を
中
心
に
全
国
的
な
デ
モ
が
行
わ
れ

約
二
〇
〇
万
〜
二
五
〇
万
人
が
参
加

し
た
と
み
ら
れ
る
。
抗
議
行
動
に
は

国
鉄
や
交
通
公
団
な
ど
公
共
部
門
労

組
も
参
加
し
て
お
り
、
市
民
生
活
に

も
大
き
な
影
響
が
出
た
模
様
だ
。

　

政
府
案
に
対
す
る
抗
議
行
動
は
発

表
後
の
五
月
と
六
月
に
も
行
わ
れ
た

が
、
今
回
は
下
院
で
の
法
案
審
議
入

り
に
合
わ
せ
て
実
施
さ
れ
た
。
デ
モ

を
組
織
し
た
の
は
Ｃ
Ｇ
Ｔ
（
労
働
総

同
盟
）、Ｃ
Ｆ
Ｄ
Ｔ（
民
主
労
働
同
盟
）、

Ｃ
Ｇ
Ｔ―

Ｆ
Ｏ
（
労
働
総
同
盟―

労

働
者
の
力
）
な
ど
の
主
要
労
組
。
パ

リ
で
は
二
七
万
人
（
組
合
発
表
）、

八
万
人
（
警
察
発
表
）
が
街
頭
デ
モ

に
参
加
、
市
民
の
年
金
制
度
改
革
へ

の
根
強
い
反
発
を
示
す
結
果
と
な
っ

た
。

　

こ
れ
に
対
し
、
年
金
制
度
改
革
を

就
任
以
来
の
改
革
の
総
仕
上
げ
と
位

置
付
け
る
サ
ル
コ
ジ
大
統
領
は
、「
デ

モ
に
は
屈
し
な
い
」
と
あ
く
ま
で
強

気
の
姿
勢
を
崩
し
て
い
な
い
。
法
案

は
抗
議
行
動
が
大
規
模
に
行
わ
れ
た

こ
と
を
反
映
し
法
案
は
下
院
に
お
い

て
一
部
修
正
さ
れ
、
一
〇
月
上
旬
か

ら
上
院
で
の
審
議
に
移
る
。

〔
注
〕

年
金
制
度
改
革
案
に
つ
い
て
は
、
本
誌
海

外
労
働
事
情
『
フ
ラ
ン
ス
／
公
的
年
金

制
度
改
革―

支
給
開
始
年
齢
を
六
二
歳

に
引
き
上
げ
へ
』（
二
〇
一
〇
年
八
月
号
）

を
参
照
。

【
参
考
資
料
】

海
外
委
託
調
査
員
、L

es E
chos

紙　

他

（
国
際
研
究
部
）

韓
国

外
国
人
労
働
者
受
け
入
れ
を

枠
を
変
更

　

政
府
は
七
月
三
〇
日
、
外
国
人
労

働
者
政
策
委
員
会
（F

oreign 
M
anpow

er P
olicy C

om
m
ittee

）

を
開
催
し
、
今
年
中
に
韓
国
に
新
た

に
入
国
さ
せ
る
外
国
人
労
働
者
数
を

当
初
計
画
の
二
万
四
〇
〇
〇
人
か
ら

一
万
人
増
加
さ
せ
、
昨
年
と
ほ
ぼ
同

レ
ベ
ル
の
三
万
四
〇
〇
〇
人
と
す
る

こ
と
を
決
定
し
た
。
労
働
力
不
足
に

直
面
し
て
い
る
中
小
企
業
支
援
的
な

意
味
合
い
を
持
つ
と
み
ら
れ
る
。

　

政
府
は
、
経
済
は
昨
年
の
末
ご
ろ

か
ら
着
実
に
好
転
し
て
い
る
も
の
の
、

地
域
の
労
働
市
場
は
ま
だ
立
ち
直
り

を
見
せ
て
い
な
い
と
の
認
識
に
立
ち
、

今
年
の
新
規
外
国
人
労
働
者
の
受
入

数
を
二
万
四
〇
〇
〇
人
に
す
る
こ
と

を
三
月
三
一
日
に
発
表
し
て
い
た
。

し
か
し
な
が
ら
、
そ
の
後
経
済
は
予

想
を
上
回
る
ペ
ー
ス
で
回
復
、
第
二

四
半
期
の
成
長
率
は
七
・
二
％
（
三

月
時
点
で
の
予
想
は
五
％
）
と
い
う

高
い
数
字
を
記
録
す
る
と
共
に
、
中

小
企
業
の
労
働
力
需
要
は
供
給
を
上

回
っ
て
い
る
こ
と
が
判
明
し
た
。
今

年
前
半
の
欠
員
率
は
三
・
三
％
（
二

八
万
五
〇
〇
〇
人
の
労
働
者
）
で
、

前
年
同
期
に
比
べ
て
〇
・
七
ポ
イ
ン

ト
上
昇
し
た
。

　

今
年
中
に
受
け
入
れ
る
こ
と
が
当

初
発
表
さ
れ
て
い
た
二
万
四
〇
〇
〇

人
の
外
国
人
労
働
者
の
大
半
は
、
す

で
に
雇
用
さ
れ
て
い
る
。
上
半
期
の

割
当
に
対
す
る
申
請
は
四
月
二
日
に

始
ま
っ
た
が
、
農
業
・
畜
産
業
の
割

当
二
〇
〇
〇
人
は
そ
の
日
の
う
ち
に

上
限
に
到
達
し
た
。
ま
た
、
漁
業
の

割
当
上
限
八
〇
〇
人
は
四
月
九
日
に
、

製
造
業
の
割
当
上
限
一
万
三
五
〇
〇

人
は
五
月
三
日
に
到
達
し
た
。
さ
ら

に
第
３
四
半
期
、
製
造
業
の
割
当
三

〇
〇
〇
人
に
対
す
る
申
請
は
、
申
請

期
間
が
始
ま
っ
て
か
ら
わ
ず
か
二
日

後
の
七
月
二
日
に
締
め
切
ら
れ
た
。

現
在
は
、
製
造
業
の
第
４
四
半
期
の

割
当
三
〇
〇
〇
人
、
建
設
業
な
ら
び

に
サ
ー
ビ
ス
業
の
割
当
の
一
部
の
み

が
申
請
可
能
な
状
態
で
あ
る
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
を
考
慮
し
、
政

府
は
当
初
予
定
を
変
更
し
新
た
に
一

万
人
増
の
受
け
入
れ
を
決
定
し
た
。

追
加
で
受
け
入
れ
る
一
万
人
の
外
国

人
労
働
者
に
は
、
一
般
外
国
人
労
働

者
に
与
え
ら
れ
る
Ｅ―

９
ビ
ザ
が
発

行
さ
れ
る
。
一
万
人
中
の
八
六
〇
〇

人
は
労
働
者
不
足
が
も
っ
と
も
深
刻

な
製
造
業
に
、
残
り
は
農
業
・
畜
産

業
（
一
一
〇
〇
人
）
お
よ
び
漁
業
（
三

〇
〇
人
）
に
割
り
当
て
ら
れ
る
予
定

だ
。

　

外
国
人
労
働
者
政
策
委
員
会
の
委

員
長
は
こ
の
決
定
に
関
し
、「
こ
の
決

定
が
中
小
企
業
の
労
働
者
不
足
の
解

消
に
寄
与
す
る
も
の
と
期
待
し
て
い

る
。
ま
た
さ
ら
に
、
大
企
業
と
中
小

企
業
と
の
協
力
を
更
に
促
進
さ
せ
、

地
域
の
求
職
者
の
た
め
に
中
小
企
業

の
雇
用
条
件
を
改
善
さ
せ
る
と
共
に
、

様
々
な
外
国
人
労
働
者
グ
ル
ー
プ
を

対
象
と
す
る
幅
広
い
対
策
を
講
じ
て

い
く
」
と
述
べ
て
い
る
。

【
参
考
資
料
】
雇
用
・
労
働
省

H
P
 http://w

w
w
.m
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国
際
研
究
部
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